
〈2008年度の集計について〉

環境会計については、グループ経営の観点から

株式会社コーセーのほか生産を行っている国内

の関係会社も集計範囲に含めています。

株式会社コーセー、主要関係会社4社（インターコスメ株式会社、株式会社コスメラボ、
株式会社アドバンス、株式会社アルビオン）

※投資額は、集計期間に取得した償却資産を計上しております。※減価償却費は、財務会計上の耐用年数及び償却方法で計上しております。※複合コストは、環境保全に関わる部分について差額及び按分集計しております。 

環境保全コストの参考データ

2007年度（2008/4～2009/3）集 計 期 間

集 計 範 囲 

集 計 基 準 

1. 事業エリア

　①公害防止コスト

　②地球環境保全コスト

　③資産循環コスト

2. 上・下流コスト

3. 管理活動コスト

4. 研究開発コスト

5. 社会活動コスト

6. 環境損傷コスト

大気汚染、水質汚濁、土壌汚染、騒音、悪臭防止

温暖化防止、オゾン層破壊防止

節水、資源の効率利用、産業廃棄物処理費等

グリーン購入、容器包装等のリサイクル負担金等

環境教育・委員会、ISO関連、環境負荷測定

環境配慮製品の開発

環境改善対策、環境情報の公表
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72,739 

主　な　取　り　組　み　の　内　容分　　　　類

合　　　　計

環　境　保　全　効　果 前年度実績
（基準期）

今年度実績
（比較期）

2008
保全効果

2007
保全効果

2006
保全効果

事業活動に投入する

資源に関する環境保全効果

事業活動から排出する環境負荷及び

廃棄物に関する環境保全効果

環境保全対策に伴う経済効果（実質的効果）

費用の削減

エネルギー消費量の減少（電力）

エネルギー消費量の減少（重油）

エネルギー消費量の減少（灯油）

エネルギー消費量の減少（天然ガス）

環境負荷物質排出量の減少（CO2）

廃棄物等排出の減少

省エネルギー、省資源による費用節減

資源再利用による廃棄処理費の節減
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618.2

592.8

6,077 万円

7,481 万円

4,133 万円

5,174 万円

9,222 万円

3,125 万円

−

−

−
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2,458

136

5,749

434

10,634

30,594

7,020

6,610
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環境保全コスト（環境保全対策分野に応じた分類）

分
　
　
　
　
類

①地球温暖化対策に関するコスト

②オゾン層保護対策に関するコスト

③大気環境保全に関するコスト

④騒音・振動対策に関するコスト

⑤水環境・土壌環境・地盤環境保全に関するコスト

⑥廃棄物・リサイクル対策に関するコスト

⑦化学物質対策に関するコスト

⑧自然環境保全に関するコスト

⑨その他コスト

合　　　　計

主な取り組みの内容

温水冷却水の循環式採用

ボイラーガス化

省電力エアコンプレッサー

排水処理場

リサイクル負担金

生分解原料の採用

環境に配慮した建物設備補修

管理運営コスト他

投　資　額

0

0

4,439

1,596

4,717

212

0

4,190

0

15,154

費　用　額

＊外注加工による生産量は含めていません。

（単位：１千ダース）

合　　計

2007 2006

1,714

8,136

1,623

11,473

95.4

101.4

96.8

99.8

2008

1,636

8,248

1,571

11,455

1,951

7,712

1,318

10,981

コーセー狭山事業所

コーセー群馬事業所

アルビオン熊谷事業所

生産拠点における生産量推移

実総消費量・原単位換算環境保全効果の推移

電力消費（単位:千kw）

前年比

『環境会計ガイドライン2005年度版』及び『環境報告書ガイドライン2007年度版』に準拠

＊それぞれの消費総量は集計範囲内における確実な根拠に基づい
　て算出される実質的消費量のみとしています。
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（注）各表の棒グラフは総消費量（左目盛）、折れ線グラフは原単位あたりの環境保全効果（右目盛）を表します。

14,758

27

環境保全効果の参考データ

環境会計

コーセーグループは企業の社会的責任を果たす活動の一環として、199 7年より環境基本方針と

環境行動指針を定めて具体的な活動を実施しています。このような活動の目安として、今年度

も『環境会計ガイドライン2005』を踏まえて、コーセーグループの環境会計を実施しました。

3 3

2 0 0 8

環 境 活 動 報 告

産業廃棄物のうちわけ

2008年度は産業廃棄物処理の事前作業として分別の細分化を強化したため、資産循環コストがアップしましたが、トータ

ルの廃棄コストを大幅に削減することができました。また、環境改善対策の一環として屋根塗装に遮熱効果を使用し、冷暖

房費を抑制するなど効果の持続する投資に力を入れました。なお、特に断りのない限り、過去数値の遡及的な修正は行っ

ていません。

生産資源消費量は市場状況による生産量や気候

や社会状況など様々な要因により変動します。

そのため、総消費量と原単位消費量の双方から

環境保全効果を分析しています。

環境保全効果

生産設備の増強を行ったため消費電力が増大、柏崎刈羽原発の操業停止によるCO 2排出係数の上昇という理由もあって

CO 2排出量が増大しました。箱能書の採用拡大により2008年度は19トン（樹木570本分）、約7,900万円の費用削減がで

きました。現在、コーセーでは灯油から天然ガスへとエネルギーの転換を推進中です。

廃棄物量（単位:t）
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灯油消費（単位:kL）
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環境活動報告

重油消費（単位:kL）
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CO2排出量（単位:t）
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